
区間の延長に伴う費用の増加が見込 急的な対策として、暫定的に計画高を確保するための鋼矢板先

まれており、事業費の確保とともに、既存樹木・植栽を活かし 行整備を実施し、今後は浸水被害の軽減に向け、河川整備の推

た景観や自然環境にも配慮した親しみやすい水辺環境の構築が 進を図る。

課題である。 　雨水整備事業については、地区ごとの雨水計画に基づく整備

　雨水整備事業については、近年頻発する集中豪雨や大型化す の促進を図るとともに、浸水被害が頻発する地区における早期

る台風に対し、雨水排水施設の未整備地区である新曽・笹目地 の浸水対策を実施することで、市民生活の安心・安全の確保を

区における整備を促進する必要があり、緊急かつ効率的な浸水 図る。

対策の実施に伴う費用の増加が見込まれており、事業費の確保

が課題である。

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 5年 6月23日 作成部局名 水安全部 担当部局名 都市整備部

１．施策の位置づけ ＜PLAN＞
担当課

基本目標 担当課

担当課

関係課

施　　策 関係課

関係課

施策の目的

２．施策の主な取り組み ＜DO＞
取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

３．施策の指標における成果（主な指標）＜CHECK＞
指標の説明 達　成　値

指標名 単位 目標値
( 算　定　式 ) 当初値 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

その他施策の取組事項に

係る成果

４．施策の展開 ＜ACTION＞

課 対

応

題 策

河川課

04
安全な暮らしを守るまち

総務課

下水道施設課

道路管理課

19
浸水対策の推進

まちづくり区画整理室

河川整備により治水機能の強化を図るとともに、集中豪雨に対応した下水道施設を整備することにより、水害に対し安全・

安心に生活できるまちづくりを推進します。

上戸田川整備事業

さくら川整備事業

雨水整備事業

浸水被害軽減事業

浸水被害箇所数 市内で浸水被害が発生した箇所の総数
箇所 47以下 95 0 0

(１年度における浸水被害発生箇所数 )

さくら川護岸改修率 さくら川の護岸改修整備率
％ 60.1 46.8 48.1 49.2

(整備済み延長÷総延長×100 )

雨水整備率 下水道(雨水)整備率・面積(区整地除)
％ 73.5 72 72.1 72.4

(整備済み面積÷全体計画面積×100 )

　浸水被害軽減事業については、台風や集中豪雨等による下水 　浸水被害軽減事業については、雨水排水施設の未整備地区で

道施設の整備水準を超える降雨の発生に対し、浸水被害箇所の ある新曽地区における浸水対策として、北大通りの地下に埋設

検証・分析を踏まえた、重点的な浸水対策の実施に係る費用の する雨水貯留管整備事業に着手し、令和６年度末の竣工に向け

増加が見込まれており、事業費の確保が課題である。 て事業の進捗管理に取り組む。

　さくら川整備事業については、令和元年東日本台風における 　さくら川整備事業については、令和元年東日本台風を受け緊

溢水の発生を踏まえ、整備



備事業における護岸整備、及び雨水整備事業における雨水排水施設未整備地区の雨水管渠整備に係る設計、工事の進捗による
人員の増加に伴う人件費の増加により、本施策に係る令和６年度計画額人件費総額での増加が見込まれる。令和７年度以降は、計画額人件
費総額において維持が見込まれる。

02 河川総務事務費　（河川課）

河川総務事務費

法
定

6,255

8,302

－ － １ ○ － － － － 予01 01 08 03 01 02 01 7,491

7,491

5,874

03 河川維持管理費　（河川課）

河川維持管理費

任
意

78,965 河川及び水路における流下機能の確

109,781 保並びに水質改善及び水辺環境の保

○ － １ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ01 01 08 03 01 03 01 150,400 全により、河川施設の健全な状態を

市が管理する河川・水路・排 150,400 保持し、良好な河川環境の推進が図

水施設等については、各施設 8,942 られるよう事業の実施を継続する。

04 河川改修事業　（河川課）

上戸田川整備事業

任
意

54,389 上戸田川流域における流下能力の確

208,415 保による浸水被害の軽減及び治水安

○ ○ １ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ01 01 08 03 01 04 01 56,347 全度の向上を図るとともに、快適な

浸水被害軽減のための河道の 30,

戸

613 水辺環境の創出

田

が図られるよう事業

拡

市

幅や護岸整備、河床の

施

掘削 6,527 の実施

策

を継続する。

評価シ

さくら川整

ー

備事業

任
意

179,7

ト

85 さくら川流域にお

作

ける流下能力の確

26

成

4,139 保による浸

日

水被害の軽減及び治水

令

安

○ ○ １ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

和

02 01 08 03 01

 

04 02 429,14

5

0 全度の向上を図ると

年

ともに、快適な

浸水被

 

害の軽減のための河道

6

223,626 水辺環

月

境の創出が図られるよ

2

う事業

の拡幅や護岸整

3

備、河床の掘 13,0

日

54 の実施を継続する

作

。

02 水防事

成

業　（河川課）

部局名

水防事業

水

義
務

983 水防法に基

安

づき設置される、荒川

全

の

1,000 氾濫によ

部

る水害の防止に係る荒

担

川左

○ － １ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

当

義01 01 09 01 0

部

4 02 01 5,561

局

岸水害予防組合におけ

名

る水防体制の

荒川左岸

都

水害予防組合として 5

市

,061 充実が図られ

整

るよう事業の実施を継

備

水防計画を定め、出水

部

時にお 4,765 続す

○

る。

結果と今後の方向性

進捗状況
（Ａ躍進中、Ｂ予定通り、Ｃ遅れ気味） 説　明

（総評）

今後の方向性（予算） 令和０５年度（事業費総額） 令和０６年度 令和０７年度 令和０８年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

今後の方向性（人員） 令和０５年度（人件費総額） 令和０６年度 令和０７年度 令和０８年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R4決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R5予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
6

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

　浸水被害軽減事業については、令和３、４年度において浸水被害の発生を防止することが
できたが、下水道施設の整備基準を超える降雨に対する被害軽減を図るための整備事業を継
続して実施する。
　さくら川整備事業については、計画どおりに護岸改修を実施しており、引き続き浸水被害

Ｂ
の軽減を図るための整備を進める。
　雨水整備事業については、計画どおりに雨水排水施設整備を実施しており、引き続き未整
備地区である新曽、笹目地区の整備促進に向けて、雨水管渠に係る設計、工事を進める。

2,315,101 ↑ 7,005,624 ↓ 1,421,867 ↑ 1,704,867
　浸水被害軽減事業における新曽地区北大通りの地下に埋設する雨水貯留管整備事業、上戸田川整備事業における土地区画整理事業地内事
業用地の確保による河道整備、及び雨水整備事業における雨水排水施設整備の進捗に伴い、本施策に係る令和６年度計画額事業費総額での
大幅な増加が見込まれる。令和７年度以降は、雨水貯留管整備事業の完成により、計画額事業費総額において減少傾向が見込まれる。

49,083 ↑ 58,874 ↑ 62,137 → 62,137
　さくら川整



部 担当部局名 都市整備部

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R4決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R5予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
6

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

01 道路維持管理費　（道路管理課）

（再掲）道路維持管理費

義
務

＜（再掲）について＞

本事業は、他の施策を主たる施策として構成する事

01 01 08 02 01 01 01 務事業ですが、一部が本施策にも寄与するため「再

・道路台帳等の更新により、 掲の事務事業」として、参考に掲載しています。

最新の道路情報を維持する。 ※事業内容は、当該事務事業評価シートを参照

xx 道路管理業務　（道路管理課）

（再掲）道路管理業務

義
務

＜（再掲）について＞

本事業は、他の施策を主たる施策として構成する事

00 01 xx xx xx xx 00 務事業ですが、一部が本施策にも寄与するため「再

道路台帳の整備や占用許可等 掲の事務事業」として、参考に掲載しています。

の事務、道路区域等確認のた ※事業内容は、当該事務事業評価シートを参照

戸田市 施策評

R4決算額 R

価

5計画額 R6予算額
計

シ

（千円） 事業費 320

ー

,377 591,63

ト

7 648,939
うち

作

一般財源 320,37

成

7 352,393 41

日

7,191

事業の方向

令

性： １現状で継続　 ２

和

拡大して継続 ３縮小し

 

て継続　　　４他事業

5

と統合　　　５休止　

年

　　６その他見直し

７

 

令和6年度で終了 ８令

6

和5年度で終了 ９令和

月

4年度で終了

23日 作成部局名 水安全



部

与するため「再

　事業

担

区域91.2ha内の

当

道路築 掲の事務事業」

部

として、参考に掲載し

局

ています。

造等を実施

名

する。また、北戸 ※事

都

業内容は、当該事務事

市

業評価シートを参照

整備

（再掲）

部

宅地整備事業

任
意

＜（

５

再掲）について＞

本事

．

業は、他の施策を主た

事

る施策として構成する

務

事

01 15 02 01 0

事

3 01 01 務事業です

業

が、一部が本施策にも

の

寄与するため「再

　事

検

業区域40.5ha内

討

の道路築 掲の事務事業

【

」として、参考に掲載

特

しています。

造及び橋

別

梁整備等を実施する ※

会

事業内容は、当該事務

計

事業評価シートを参照

】 （単位：千円

R4決算額 R5

）

計画額 R6予算額
計（

事

千円） 事業費 1,05

務

8,702 1,723

事

,464 6,356,

業

685
うち一般財源 8

評

4,178 39,02

価

4 53,635

事業の

の

方向性： １現状で継続

結

　 ２拡大して継続 ３縮

果

小して継続　　　４他

担

事業と統合　　　５休

当

止　　　６その他見直

部

し

７令和6年度で終了

局

８令和5年度で終了 ９

の

令和4年度で終了

評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R4決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R5予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
6

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

xx 雨水貯留施設助成事業　（総務課）

雨水貯留施設助成事業

任
意

91 雨水貯留タンク等の雨水貯留施設に

500 係る補助制度の周知に努め、雨水流

－ － １ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ00 03 xx xx xx xx 00 500 出の抑制による浸水被害及び河川へ

宅地内に雨水貯留施設等の設 0 の負担の軽減が図られるよう事業の

置を行う者に対して、設置費 131 実施を継続する。

01 雨水工事費　（下水道施設課）

雨水整備事業

義
務

256,300 雨水管渠等の雨水排水施設の整備を

241,484 進めることにより、排水区域におけ

○ ○ １ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 義03 03 02 01 01 01 03 840,000 る計画降雨を速やかに排除し、効果

排水区域(分流式)910haのう 48,050 的な浸水防除が図られるよう事業の

ち、新曽第一・第二地区を除 13,054 実施を継続する。

xx 浸水被害軽

戸

減事業　（下水道施設

田

課）

市 施策

浸水被害軽減事業

義

評

務

802,311 浸水

価

被害の頻発地区におい

シ

て、重点

1,481,

ー

480 的に雨水貯留管

ト

整備事業等の浸水対

○

作

○ １ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 義00

成

03 xx xx xx xx

日

00 5,516,18

令

5 策を進めることによ

和

り、都市機能の

浸水被

 

害の多い地区について

5

5,585 確保が図ら

年

れるよう事業の実施を

 

継

、重点的に浸水対策

6

工事を実 6,527 続

月

する。

01 宅

2

地整備事業　（まちづ

3

くり区画整理室）

日 作

（再掲）宅

成

地整備事業

任
意

＜（再

部

掲）について＞

本事業

局

は、他の施策を主たる

名

施策として構成する事

水

01 12 02 01 03

安

01 01 務事業ですが

全

、一部が本施策にも寄


